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選挙研究事始め
｢ネット選挙」に効果はあったのか？
日 野 愛 郎
は じ め に
新入生の皆さん，ご入学おめでとうございます。
政治経済学部政治学科の日野愛郎と申します。今
日は「政治経済学部で学ぶ楽しさ」について，私
の専門とする政治学の立場からお話させていただ
きます。「選挙研究事始め」というタイトルを付
けていますが，選挙研究と言われてもピンと来な
い人も多いかもしれません。ただ，「選挙」自体
は皆さんにとって思っているよりも身近なことに
なりつつあります。つい先日の新聞の一面をご覧
ください（『朝日新聞』2015 年 3 月 6 日朝刊一
面）。見出しに「18 歳投票 来夏参院選から」と
あります。そうです，来年の夏には皆さんも「有
権者」として選挙で投票することになるのです。
選挙を前にして，投票に行こうか，もしくは行っ
た場合に，誰に，そしてどの政党に投票しようか
悩むかもしれません。選挙研究では，どのような
時に人は投票に行き，どのように投票先を決めて
いるのかということを研究しています。今日は
2013 年参院選より導入された「ネット選挙」に
注目して，どのような場合に人々は投票し，投票
率が上がるのかということを分析した選挙研究の
一例を示したいと思います。そのことを通して，
政治経済学部でのこれからの皆さんの学びを少し
でも誘うことができれば幸いです。
1．ネット選挙導入と投票率低下のパズル
因果関係が成立する条件とは
皆さんもご存じの通り，2013 年の参院選より
いわゆる「ネット選挙」が解禁されました。ネッ
ト選挙とは，インターネットによる選挙活動の解
禁を意味します。よくインターネットで投票でき
る選挙のことだと勘違いする人がいるようですが，
そうではありません。
さて，このネット選挙ですが，どのような経緯
で導入されたか，ごく簡単に振り返ってみましょ
う。2012 年 12 月の新聞を読み返してみると，次
のように書かれています。「安倍氏は 21 日，東京
都内で記者団に「次の選挙までに解禁すべきだ。
投票率の上昇につながっていくと思う」とネット
選挙の効用を強調した。」（『朝日新聞』2012 年 12
月 22 日朝刊二面）つまり，投票率の上昇を期待
してネット選挙が導入されたとも言えるわけです。
では，実際の投票率はどうでしたでしょうか。
このグラフは参院選の投票率の推移を示していま
す（図 1 参照）。ネット選挙を導入する前の 2010
年参院選では 57.92% の投票率でした。ネット選
挙が導入された 2013 年参院選では 52.61% でし
た。ネット選挙を導入したところ 5%以上も投票
率が下がったのです。これを受けて，選挙後の新
聞では「ネット選挙 関心低く」（『読売新聞』
2013 年 7 月 22 日朝刊 7 面），「「ネット選挙」不
発のわけ」（『日本経済新聞』2013 年 9 月 13 日朝
刊 2面）といった見出しが並びました。ネット選
挙の効果はなかったというのが世間一般の評価で
あったようです。はたして，ネット選挙は本当に
効果がなかったのでしょうか。
このような論調は，ネット選挙を導入したこと
により投票率が下がったことを踏まえて，ネット
選挙導入を「原因」，投票率の低下を「結果」と
考えています。ネット選挙の導入が投票率の低下
よりも時間的に先に発生しています。このように
「原因」が「結果」に先立っていることを「時間
的に先行している」と言い，因果関係が成立する
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重要な条件の 1つと考えられています。
同時に，ネット選挙の有無と投票率の増減は連
動しています。図 2に示されているとおり，ネッ
ト選挙が無い時に投票率が高く，ネット選挙が有
る時に投票率が低くなっています。このように 2
つのことが共に変化することを「共変関係にあ
る」と言います。
これら「時間的に先行している」ことと「共変
関係にある」ことは，因果関係が成立する 2つの
重要な条件であると言われています。それでは，
これらの 2つの条件を満たしていることをもとに，
当初のねらいとは正反対の「ネット選挙の導入に
より投票率が下がった」という因果関係のストー
リーを描くことはできるのでしょうか。
もう少し視野を広げて考えてみましょう。2010
年の参院選と 2013 年の参院選の間で異なってい
たのは，「ネット選挙の有無」だけでしょうか。
例えば，2010 年参院選は政権に就いていたのは
民主党でしたが，2013 年参院選では自民党が政
権与党でした。政権与党に対する不満や政治関心
の高さによって，投票率が変わってくるかもしれ
ません。
次に，参議院議員の任期を考えてみましょう。
皆さん，参議院議員の任期は何年でしょうか。そ
うです，議員の任期は 6 年で，3 年おきに半数改
選で参院選があります。そうすると，各選挙区で
立候補していた人たちも 2010 年と 2013 年で違う
ということになります。候補者が違うと，候補者
の知名度や人気等により投票率が変わってくるか
もしれません。
他にはどのような違いがあるでしょうか。天候
はどうでしたでしょうか。雨が降っていれば，雨
に濡れてまで投票所に行きたくないという人は棄
権してしまうかもしれません。ここで，天候は地
域によって変わり得るものですので「変数」と呼
びましょう。もし雨が降ると投票に行かなくなる
人が増えるということがあるなら，天候という変
数が一定でないと，他の要因の影響力を適切に検
討できなくなります。
このように，「他の変数が一定である」という
条件が満たされていないと，ある「結果」に対し
て特定の要因が「原因」であるか判別できなくな
ってしまいます。そして，ある「原因」が「結
果」に対して持つ効果を正確に推計できないとい
う問題がでてきてしまいます。少し聞き慣れない
表現かもしれませんが，このように他の変数が一
定であるとき「他の変数が統制されている」と言
います。因果関係が成立するためのもう一つの重
要な条件です。
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図 参院選の投票率の変遷
図 ネット選挙の有無と投票率の増減の共変関係
2．情報コストに関する実証分析
集計データによる検証
ここまでの話を整理すると，2010 年と 2013 年
の投票率を単に比べるだけでは，ネット選挙導入
の効果を正しく見積もることができないことが分
かってきました。ネット選挙の効果を正しく推計
するには，「時間的に先行している」「共変関係が
ある」「他の変数が統制されている」という 3 つ
の条件を満たした分析を行えば良いということに
なります。
私のゼミでは「メディアと選挙の実証分析」を
テーマに卒業論文を必須としていますが，坂本翔
君というかつてのゼミ生が「ネット選挙導入に効
果はあったのか」という問いに果敢に取り組みま
した（坂本翔「ネット選挙解禁と投票参加−情報
コストに関する実証分析」『早稲田大学政治経済
学部日野愛郎ゼミナール 第 3 期生卒業論文集』
（2013 年度）［政経論文コンクール佳作］）。彼が
行った分析と結果をここで紹介したいと思います。
2.1. 投票率の変化
「ネット選挙導入に効果があったのか」という
問いを検証するためには，まず効果が及ぶ先を定
めなければなりません。これを坂本君は「投票率
の変化」としました。単純に投票率だけを見てし
まうと，都道府県ごとに投票率の地域差が関係し
てきます。投票率の「変化」を見ることにより，
地域差を統制して，その影響を一定にすることが
できるのです。
より具体的には，坂本君は「2013 年参院選の
投票率から 2007 年参院選の投票率の差」を「投
票率の変化」としました。なぜ 2010 年参院選で
はなく 2007 年参院選を選んだか，皆さんはもう
お分かりですね。そうです，立候補者の組み合わ
せを可能な限り同じにできるからです。参議院議
員の任期が 6 年であるため，2013 年参院選は
2007 年参院選で選出された議員が再選を目指す
選挙になります。2007 年参院選との差を取るこ
とにより，「立候補者」という変数の影響を可能
な限り一定にして，統制することができるのです。
図 3 は，この「2013 年参院選の投票率から
2007 年参院選の投票率の差」を示しています。
ご覧いただいて分かると思いますが，47 すべて
の都道府県において，2013 年参院選では 2007 年
参院選よりも投票率が軒並み下がっています。
2007 年参院選は，第一次安倍内閣のいわゆる
「消えた年金」問題や閣僚の事務所費問題などを
早稻田政治經濟學雜誌 No.389-390，2016 年月
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図 投票率の変化（2013 年参院選投票率− 2007 年参院選投票率)
めぐる批判が高まっていた選挙でした。他にも
様々な要因が重なり，2013 年参院選と 2007 年参
院選の投票率の差が生まれていると考えられます。
2 つの選挙の差を取ることにより，これらの選挙
ごとに特有な要因を取り除き，それらの影響力を
統制した上で 47 都道府県を比較できるのです。
したがって，分析を通して明らかにしたいこと
は次のことになります。ネット選挙が導入された
2013 年参院選において，なぜある都道府県では
大幅に投票率が低下したのに対し，他の都道府県
ではそれ程投票率が低下しなかったのか。このよ
うに，坂本君は 47 都道府県における投票率の変
化を比較することを通して，その差を説明しうる
要因を探っていくことにしました。「2013 年参院
選の投票率から 2007 年参院選の投票率の差」と
いう同じ条件のもとで比較することにより，都道
府県の間にもともと存在している投票率の高低の
違いや異なる選挙の間に存在している投票率の違
いを統制することができたのです。
2.2. ネット選挙導入による情報コストの軽減
都道府県間の違いを説明しうる要因として坂本
君が注目したのは，ネット選挙導入によって有権
者の情報コストが下がり得るという点でした。す
なわち，ネット選挙導入により，選挙期間中でも
候補者の各陣営がインターネットを通して選挙運
動を行うため，有権者が各候補者の情報を取得す
るコストが下がったというのです。2007 年参院
選ではネット選挙が導入されていませんでしたが，
2013 年参院選で初めて導入されました。したが
って，両選挙における投票率の変化の差は，2013
年参院選の各都道府県でどれだけネット選挙が盛
り上がり，情報コストが軽減されたかによって説
明できると考えました。
各都道府県におけるネット選挙の盛り上がり具
合を測定するため，坂本君は各都道府県選挙区の
候補者がインターネット上に発信した総情報量を
算出しました。具体的には，公式ホームページ，
ブログ，Twitter，Facebook，YouTube，Google
+の 6 つのメディアを候補者による情報発信が行
われるメディアとして定義し，都道府県選挙区の
候補者 271 人による利用状況を 7 月 4日から 20
日までの選挙期間を通して記録し，数量化しまし
た。
少し細かい点になりますが，各候補者が発信し
た総情報量を，各候補者の得票率によって重みづ
けしました。つまり，得票率が高い候補者の発信
量は高く反映され，得票率が低い候補者の発信量
は低く反映されます。そして，全候補者の発信量
を足し合わせたものを都道府県選挙区単位の総情
報量としました。また，都道府県選挙区単位の総
情報量は，各都道府県のインターネット普及率に
よって重みづけしました。
こうして得られた情報コストの軽減具合を示し
た図を見てください（図 4参照）。東京都は最も
ネット選挙が活発であり，かつインターネット普
及率が最も進んでいるため，最も軽減具合が大き
い選挙区ということになりました。島根県のよう
に最も活発でなかった選挙区まで，47 都道府県
選挙区の間でかなりの開きがあることが分かりま
す。
2.3. 情報コストの軽減と投票率の変化の共変関係
それでは，この情報コストの軽減は投票率の変
化と関係しているかを見てみましょう。図 5は今
見たばかりの情報コストの軽減を横軸に，先ほど
見た投票率の変化を縦軸にして，2 つの軸をもと
に 47 都道府県の位置をプロットした図です。こ
のような図のことを散布図（scattergram）と呼
びます。
この散布図を見てどのような傾向があると思い
ますか。全体として，左に行けばいくほど，つま
りインターネットを介した選挙運動が活発に行わ
れた都道府県選挙区ほど，上の方に集まる，つま
り投票率があまり低下していない傾向にあります。
一方，ネット選挙が活発でなかった都道府県選挙
区ほど，大きく投票率が下がる傾向が見られます。
このように，一方の軸が変化すると，もう一方
の軸も変化するような関係を共変関係と呼びまし
たが，「2 つの変数が相関している」とも言いま
す。どの程度相関しているかを示す相関係数の値
は− 0.38 です。相関係数は，完全に負の相関の
時に− 1，正の相関の時に＋ 1 の値を取りますの
で，情報コストの変化と投票率の変化は負の相関
を持っていることが分かります。すなわち，ネッ
ト選挙が盛り上がり情報コストが大きく下がった
ところほど，投票率は大きく下がらなかったので
す。統計的にはこの負の相関が誤りである確率は
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100回中 1回以下であることも分かっています。
有意水準が 1%以下であるとも言います。
2.4. 他の変数を統制する
もう 1度話を整理しましょう。原因と目される
情報コストの変化は，結果である投票率の変化よ
りも先に起こっています。そして両者は明確に共
変関係にありました。残すは他の変数が統制され
ているかどうか，すなわち他の条件が一定である
かという点です。情報コストの変化が真の原因で
あると言うためには，他の変数を統制しなければ
なりません。
そもそも，情報コストの変化はどのような背景
で生まれているのでしょうか。ネット選挙が盛り
上がったとされる選挙区は，もしかすると，単に
勝負が分からない接戦の選挙区で起こっていただ
けのことかもしれません。最下位当選者の得票と
次点である最高位落選者の得票をもとに接戦度を
算出し，2007 年からの変化を統制する必要があ
りそうです。投票所の数は年々減る傾向にあるの
で，投票所までの距離が 2007 年と比べて平均し
て遠くなっている都道府県選挙区があるかもしれ
早稻田政治經濟學雜誌 No.389-390，2016 年月
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図 ネット選挙解禁によってもたらされた情報コストの変化
（注） 坂本翔「ネット選挙解禁と投票参加−情報コストに関する実証分析」『早稲田大学政治経済学部日野愛
郎ゼミナール 第 3 期生卒業論文集』（2013 年度），13頁，図 2。
図 情報コストの変化と投票率の変化の散布図
ません。これも投票所までの距離の変化を算出し
て統制する必要がありそうです。天候についても
調べてみる必要がありそうです。
このように，他の変数を一定にしても，なお情
報コストの変化が投票率の変化と共変関係にある
ということを確認しなければなりません。そのた
めには，原因と考えられる変数を同時にモデルに
含め，結果に対する個々の効果の強さと確からし
さを比べてみる必要があります。詳しいことは，
今後統計学や計量分析の授業で習うことになりま
すが，ここでは重回帰分析という手法を用いて，
いくつかの変数の効果を比べてみることにします。
表 1 は，投票率の変化と「情報コストの変化」
「接戦度の変化」「投票所までの距離の変化」の
個々の関係の強さ（標準化回帰係数）と確からし
さ（有意確率）を示しています。天候については
投票率の変化とは相関関係を示さなかったため，
分析のモデルには含めていません。この分析から
分かることは，やはり 2007 年参院選と比べて
2013 年参院選の方が接戦になっていた選挙区ほ
ど投票率投票率の下げ幅が小さく，また，投票所
の距離が遠くなった選挙区ほど投票率の下げ幅が
大きいということでした。
そして，「情報コストの変化」は，他の変数を
統制してもなお負の相関を維持していました。係
数は−.38 から-.20 と半分程度になり，また統計
的な有意水準は 8%になりました。すなわち，情
報コストの変化と投票率の変化が負の相関でない
確率が 8%あるということを意味しています。裏
を返すと，両者が負の相関である確率は 92% と
いうことになります。
3．ネット利用と投票意図の変化
世論調査パネルデータによる検証
ここまでの分析は，都道府県の選挙区単位をも
とに進めてきました。有権者が投票したか否かを
都道府県ごとに投票率という形で集計して分析し
ていました。このようなデータの種類を集計レベ
ルのデータと呼びます。他にはどのようなデータ
の種類があるでしょうか。集計する前の有権者個
人をもとにした個人レベルデータもあります。最
後に，この個人レベルのデータをもとに，ネット
選挙の効果を見てみようと思います。
ネット選挙が解禁された 2013 年の参院選の前
と後にインターネットを通じた世論調査を行いま
した。政治経済学術院の田中愛治先生が中心にな
って行った調査です。このように同じ有権者を複
数回に分けて質問する世論調査のことを「パネル
調査」と呼んでいます。
参院選前に行った調査で投票するか「まだ決め
ていない」と答えた有権者 701 人に対して，選挙
後に実際に選挙に行ったか否かを尋ねました。そ
の他，「今回の参議院選挙について，見たり，読
んだり，触れたりしたものがありますか」という
質問に対して「政党・候補者の HP・ブログ・フ
ェイスブック」「政党・候補者のツイッター」「政
党・候補者からのメール」に接しているかも尋ね
ています。これら 3つともに接触している場合は
3点，2 つの場合は 2点，1 つの場合は 1点とし
て，「ネット選挙接触」の指標を作りました。
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表 投票率の変化を説明する重回帰分析の結果
（注） 調整済み R2=.48
表 ネット選挙接触と投票参加のクロス表（投票意図を
決めていない有権者)
（注） カイ二乗値= 10.73, p =.005, Tau-c .032, p.=.018。
表 2 は，選挙前の調査で投票意図を決めていな
かった 701 人の有権者を，「ネット選挙接触」の
度合と投票参加の変数をもとに分類して示したも
のです。このようにカテゴリーごとに観察する対
象を分類した表を「クロス表」と呼んでいます。
このクロス表からどのようなことが読み取れる
でしょうか。まず，政党・候補者のホームページ，
ツイッター，メールに接している有権者の数が極
めて少ないことを示しています。これは，投票意
図を決めていない，相対的に政治的関心も低い有
権者であることからも理解できる結果です。一方，
ネット選挙に接触していた有権者は，接触しなか
った有権者に比べて，投票する傾向にあることも
読み取れます。2 つの項目でネット選挙に接して
いた 5人全員が投票している（100%）のに対し，
1 つの項目でネット選挙に接していた 13 人のう
ち 7 人が投票し（53.8％），全くネット選挙に接
しなかった人の中では 35.4% の有権者のみが投
票に行ったと回答しています。統計的にもネット
選挙と投票参加の間には関係があるといえます。
このように，世論調査パネルデータの分析から
は，ネット選挙の浸透は極めて限定的であったこ
とが明らかになったと同時に，ネット選挙に接触
した人には一定の効果があったことが確認できま
した。もちろん，インターネットを利用する有権
者を対象にした世論調査ですので，この結果を一
般化することはできません。しかし，インターネ
ットを利用している有権者でさえも，ネット選挙
の利用は限定的であったと理解することができま
す。
お わ り に
最後に，これまでの選挙研究の系譜とアプロー
チを整理して今日のお話を終えたいと思います。
今日お話した選挙研究の例は，選挙研究の中でも
「実証的アプローチ」と呼ばれるものになります
（表 3 参照）。とりわけ，都道府県単位で投票率の
変化を追った分析は，イギリス発祥のいわゆる選
挙地理学の伝統に位置付けることができます。ま
た，有権者個人の投票意図の変化を追った分析は，
アメリカ発祥の投票行動論の伝統に位置付けられ
ます。この他，選挙研究には選挙制度に関する研
究も含まれます。選挙制度論に関しては，18 世
紀半ばのフランスに源流があり，19 世紀半ばの
イギリスで発展を遂げ，数理的アプローチ，規範
的アプローチが主に採られてきました。近年では，
選挙制度に関しても実証的アプローチも盛んに用
いられています。このように，「統治」の根幹で
ある選挙制度の研究には，様々なアプローチが用
いられています。そして，選挙を通して多くの人
間ドラマが繰り広げられており，それらは個人レ
ベルの実証的アプローチから迫ることもできます。
これから，皆さんも有権者として選挙に関わるこ
とになります。選挙研究を通して，自分達の重要
な決定について解明してみたいと思いませんか。
ぜひオリジナルの仮説を考えて検証してみてくだ
さい。
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表 選挙研究の系譜とアプローチ
